
【特別決議案】

戦争法案を阻止し平和と人権と立憲主義を守る特別決議

戦後70年を迎えた今、平和と人権及び立憲主義はかつてない危機に瀕している。

政府は、 20 1 4年7月1日に集団的自衛権の行使容認等を内容とする閣議決定を行い、こ

れを受けて現在、 「安全保障j法制や自衛隊の海外活動等に関連する法制を大きく改変する

法案を国会に提出している。これは、日本国憲法前文及び第9条が規定するI恒久平和主義に

反し、戦争をしない平和国家としての日本の国の在り方を根本から変えるものであり、立法

により事実上の改憲を行おうとするもので立憲主義にも反している。

先の大戦は国内外で多くの戦争被害者を生んだ。日本はアジア・太平洋地域への侵略により、

同地域の多くの人々に重大かつ深刻な被害を与えた。また、日本軍の多くの兵士や関係者も

死傷し、圏内では沖縄における地上戦、広島・長崎への原爆投下、大空襲等により膨大な数

の人々が被害を受けた。

戦争は最大の人権侵害であり、人権は平和の下でこそ守ることができる。

これは、先の大戦の余りにも大きく痛ましい犠牲に対する真塾な反省と、そこから得た痛切

な教訓であり、この反省と教訓を胸に私たちの国は戦後の歴史を歩んできた。

憲法前文及び第9条が規定する徹底したI恒久平和主義は、この悲惨な戦争の加害と被害を経

験した日本国民の願いであり、日本は二度と戦争を行わないという世界に向けた不戦の誓い

の表明である。これまでも幾度か憲法第9条を改正しようとする動きがあった中で、今日に

咽 至るまで恒久平和主義を堅持してきたことが、アジアのみならず世界の人々の平和国家日本

への信頼を育んできた。

ところが、戦後70年を迎え、日本国憲法の恒久平和主義｜こ、今大きな危機が迫っている。

今般、国会に提出された「安全保障J法制を改変する法案は、憲法上許されない集団的自衛

権の行使を容認するものであり、憲法第9条に真正面から違反する。

また、自衛隊の海外活動等に関連する法制を改変する法案は、自衛隊を海外のあらゆる地域

へ、しかも「現に戦闘行為を行っている現場」以外であれば戦闘地域を含めどこにでも派遣

し、弾薬・燃料等の軍事物資を米国及び他国軍隊に補給することを可能とするものである。
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これは外国で戦争をしている他国軍隊の武力行使に対する積極的協力であり、他国軍隊の武

力行慎と一体となり当該戦争に参加するに等しいものであって、憲法第9条に明らかに違反

する。また、このような戦争をしている他国軍隊への積極的協力は、相手側からの武力攻撃

を誘発し、我が国が外国での武力紛争に巻き込まれる危険を伴い、現場の自衛官は、武器を

使用して他国の人々を殺傷する立場に追い込まれ、自らが殺傷される危険に直面する。全世

界の国民が平和的生存権を有することを確認し、国際紛争を解決する手段として戦争と武力

行慎を永久に放棄し、戦力の保持を禁じ、交戦権を否認している日本国憲法の下で、このよ

うな事態を起こしかねない法制への改変は到底許されない。

このように、最高規範である憲法の恒久平和主義に反する極めて重大な問題であるにもかか

わらず、主権者である国民に対して十分な説明が行われないまま、 20 1 4年7月1日に閣

議決定がなされ、それを受けた与党協議を経た「安全保障」法制等を改変する法案が第 18 

9回国会に提出されたが、米国との間で「日米防衛協力のための指針」の見直しが先行して

合意された。政府の方針が、主権者への不十分な説明のまま、対外的に決定され、憲法改正

手続を経ることなく、法律の制定、改廃によって憲法第9条の改変が事実上進められようと

している。これは立憲主義に反するものであり、到底容認することができない。

戦前、水平社運動は、翼賛政治体制に取り込まれ慢略戦争に協力するという痛恨の歴史を持

っている。敗戦後、戦争放棄、主権在民、基本的人権の尊重を柱とする日本国憲法が確定し、

戦争協力への反省を土台にして部落解放運動は再建された。そして、この憲法の下で主権者

国民の幅広い協力を得て部落問題解決のための特別法が制定され、全国的に 15兆円にも達

する諸事業が実施され、現在では、問題は「基本的解決jを見るまでに至っている。

私たちの差別撤廃と人権確立の運動と到達は、憲法のもつ生命力によって育まれ、獲得され

たものである。今日の地域人権運動は、その生き誼人である。

私たちは、今まさに危機に瀕している日本国憲法を断固擁護するためにたたかう。集団的自

衛権の行使等を容認し自衛隊を海外に派遣して他国軍隊の武力行使を支援する活動等を認め

る戦争立法を必ず阻止し、恒久平和主義や基本的人権の保障及び立憲主義を守り抜くために

広範な国民と共同して全力を挙げて奮闘する。

以上決議する。
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